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　　受付印

新築住宅等に対する固定資産税の減額申告書
年　　月　　日　　
　　守山市長　　　　　あて
家屋所有者　住所（所在地）　　　　　　　
氏名（名称）　　　　　　　　
TEL　　　　                 
                    　　                              　個人番号または法人番号

　　私の所有する家屋は、地方税法附則第15条の6(第1項・第2項)および同法附則第15条の7（第1項・第2項）ならびに同法附則第15条の8(第1項・第2項・第3項)の規定に該当しますので、守山市税条例付則第10条の3(第1項・第2項・第4項・第5項・第6項)の規定に基づき申告します。
	家屋の所在地
	守山市　　　　　　　　　町　　　　　　　番地
　　　　　　　　　　　　丁目

	建築年月日
	年　　　月　　　日

　※登記簿の新築年月日を記入してください。

	登記年月日
	年　　　月　　　日

	入居年月日
	年　　　月　　　日

	家屋番号
	　※未登記家屋の場合は、記入の必要はありません。

	種類
	　専用住宅　・　併用住宅　　　・　　共同住宅(　　　戸)

	構造
	　木造　　　・　軽量鉄骨造　　・　　その他(　　　　)

	床面積
	１階
	m2
(　　　　)
	1階以外
	m2
(　　　　)
	延床面積
	m2
(　　　　)

	地方税法政令附則第12条第8項に規定する従前の権利に対応する部分の床面積
	m2

	建設業者
	　

	備考
	　


　(添付書類)
　　高齢者の居住の安定確保に関する法律の規定による認定を証する書類および地方公共団体の補助の交付を証する書類(第10条の3の第3項の規定のみに限る。)
　(注)　併用住宅においては、居住部分の床面積を(　　)内に記入してください。
